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ＩｏＴ・ＦｉｎＴｅｃｈ化関連
政府筋動向

社）ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

兼子 邦彦

２０２１年 ４月２３日



Ｐ－ ２

１．政府・経済界
ＳＣＣＣ関連等の動向

４．インボイス制度の動向

２．企業間キャッシュレス
決済の可能性

５．その他

３．デジタル庁の動向



Ｐ－ ３

１．政府・経済界
ＳＣＣＣ関連等の動向



Ｐ－ ４

政府の動向（ＳＣＣＣ）



ＳＣＣＣ
「サプライチェーン・キャッシュ・

コンバージョン・サイクル」

（サプライチェーン資金循環速度）

●考案者：河田 信氏（名城大学名誉教授）

●推進者：須賀千鶴氏（世界経済フォーラム
第四次産業革命日本センター長）

（元経済産業省産業資金課課長補佐）

Ｐ－ ５



Ｐ－ ６

「ＳＣＣＣ」誕生の経緯



（支払い、伝票停滞、照合等）

・各種リードタイムの短縮

・経理業務の平準化

ものづくりは「分・秒単位」、経理は「月単位」

Ｐ－ ７



共通ＥＤＩ

受発注情報

Ａ社 Ｂ社

受発注情報

環境情報

会計情報

技術情報

環境情報

技術情報

ＸＸ情報 ＸＸ情報

金融/各種監査等

外部機関

ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ

会計情報

同日：検収 同日：支払

「金融ＥＤＩ連携（ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ」 の概要
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モノが円滑に納入されるだけでは経営活動は
完了しない。検収・請求・入金があって完結する。

現金化のサイクルをＣＣＣ（Ｃａｓｈ Ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ
Ｃｙｃｌｅ）と呼び、在庫回転日数＋売掛債権回転
日数－仕入債務回転日数として計算される。

日本の上場企業１００社の平均は６２．７日
米国の上場企業１００社の平均は４４．６日

国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会／ＳＩＰＳ：金流商流情報連携ＴＥの調査研究資料による。

日本企業は約２０日間の資金的なハンディを
負っている。

＜現金化のサイクルＣＣＣについて＞
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【参考】 自動車業界の状況

企業名 売上高 ＳＣＣＣ ＣＣＣ CCC/SCCC

1 トヨタ自動車 24,395,479 92.15 22.76 25%

2 本田技研工業 11,652,277 101.77 31.32 31%

3 日産自動車 10,438,718 116.72 17.10 15%

4 デンソー 3,932,964 155.32 38.69 25%

5 スズキ 2,844,987 123.95 17.26 14%

6 アイシン精機 2,772,829 124.30 27.95 22%

7 マツダ 2,674,214 109.52 21.15 19%

8 富士重工業 2,389,675 114.49 7.25 6%

9 三菱自動車工業 2,032,878 127.56 1.72 1%

10 豊田自動織機 1,912,411 110.10 35.67 32%

11 いすゞ自動車 1,724,586 160.05 19.09 12%

12 日野自動車 1,597,271 154.21 40.84 26%

業界平均値

（輸送用機器64社）
140.01 36.95 26%
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サプライチェーン全体の資金循環速度（ＳＣＣＣ）



Ｐ－１２

政府「成長戦略」に
「ＳＣＣＣ」を提案

河田先生・兼子が経済産業省（須賀
氏）へ行き「ＳＣＣＣ」の有効性を説明
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Ｐ－１４



Ｐ－１５



Ｐ－２８Ｐ－１６
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「ＳＣＣＣ」実現を目指し
社）ＳＣＣＣリアルタイム
経営推進協議会を設立



一般社団法人
ＳＣＣＣリアルタイム経営推進協議会

（2019年7月発足）
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Ｐ－１９

骨太方針2020



ＫＰＩ見直し（閣議決定）

令和２年７月１７日
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「令和元年度革新的事業活動実行計画重点施策に関
する報告書 KPI の進捗状況について」 p-5

Ｐ－２１

「ＳＣＣＣ」のＫＰＩ見直し



Ｐ－２２
ＫＰＩ：「２０２０年までにＳＣＣＣを５％改善」

→ ＫＰＩ：「２０２３年までにＳＣＣＣを５％改善」



Ｐ－２３ＫＰＩ：「２０２３年までにＳＣＣＣを５％改善」



Ｐ－２４ＫＰＩ：「２０２３年までにＳＣＣＣを５％改善」



Ｐ－２５

経済界の動向（ＳＣＣＣ）



Ｐ－２６

経団連「提言書」に
「ＳＣＣＣ」を提案

経団連「サプライチェーン委員会」に
小島洋一郎会長・兼子がメンバーと
して参加。



経団連「サプライチェーン委員会」
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Ｐ－２８



Ｐ－２９



Ｐ－３０



Ｐ－３１



本文：Ｐ－１９ Ｐ－３２



Ｐ－３３

２．企業間キャッシュレス
決済の可能性



Ｐ－３４

デジタル円の動向



デジタル通貨協議会設立：２０２０年６月
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Ｐ－３６

骨太方針2020



Ｐ－３７
第３章
５．「新たな世界秩序の下での活力ある日本経済の実現」
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トヨタコインの動向



Ｐ－４０
トヨタ系・デジタル通貨実証実験



Ｐ－４１



２０２０年6月号特集
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ＴＯＹＯＴＡ Ｗｏｖｅｎ Ｃｉｔｙ Ｐ－４４２月２３日着工
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Ｐ－４６
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３．デジタル庁の動向
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デジタル・ガバメント閣僚会議

議 長 内閣総理大臣
副議長 内閣官房長官 デジタル改革担当大臣
構成員 議長及び副議長以外の国務大臣
内閣情報通信政策監（政府ＣＩＯ）

令和２年１２月２５日 閣議決定
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デジタル庁（仮称）設置の考え方

デジタル庁は、デジタル社会の形成に関する司
令塔として、強力な総合調整機能 （勧告権等）を
有する組織とする。

基本方針を策定するなどの企画立案や、国、地
方公共団体、準公共部門等の情報システムの統
括・監理を行うととともに、重要な システムについ
ては自ら整備する。これにより行政サービスを抜本
的に向上させる。

１．基本的考え方



Ｐ－５１

２．デジタル庁の業務

（１）国の情報システム
（２）地方共通のデジタル基盤
（３）マイナンバー
（４）民間のデジタル化支援・

準公共部門のデジタル化支援
（５）データ利活用
（６）サイバーセキュリティの実現
（７）デジタル人材の確保
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Ｐ－５３



Ｐ－５４

４．インボイス制度の動向

２０２３年１０月～



Ｐ－５５

電子インボイス
の標準化
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「ＰＥＰＰＯＬ」プラットホーム
へ全てが接続？？？

Ｐ－５９



Ｐ－６０

この様に電子インボイスの議論が活発に
されている。しかし、電子インボイスの実
施が可能な企業は大企業等に限られる。

電子インボイスの対応が出来ない中小企
業（約３８０万社）は、このままでは手作業
で税計算することになる。

中部地区モデル
「QR付紙伝票＋入力アプリ」



Ｐ－６１

５．その他

ＳＣＣＣ協議会
「物流ＩｏＴ」への支援



Ｐ－６２

・ＴＤＢＣ

運輸デジタルビジネス協議会

経済産業省
「ビジネスモデル構築型事業」
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Ｐ－６５

トラックには各種装置が装備されているが
メーカー別で連携されていない



Ｐ－６６

動態管理プラットフォームの構築

＜ＳＣＣＣ協議会として情報項目の標準化を支援＞




